令和８年10月13日
各省庁　担当課御中
中小企業庁事業環境部金融課

中小企業信用保険法第2条第5項第5号（セーフティネット保証5号）
の規定に基づく業種の指定に係る調査について

平素より中小企業金融行政に御理解と御協力を賜り、厚く御礼申し上げます。
中小企業庁では、需要の著しい減少等により中小企業者の事業活動に著しい支障が生じている業種について、中小企業信用保険法第2条第5項第5号（セーフティネット保証5号）の規定に基づいて指定を行っています。（※１）
現在の指定期間は、令和８年12月31日までとなっていることから、令和９年１月以降の指定業種を決定するため、下記のとおり業況調査を実施いたします。
つきましては、御多忙のところ誠に恐縮ですが、所管業種に係る業況データの収集及び提出について、御協力くださいますようお願いいたします。
※１：指定された業種に属する事業を行っており、かつ当該業種に属する事業に係る取引の数量の減少等が生じているため、その経営の安定に支障が生じていることについて、市区町村長の認定を受けた中小企業・小規模事業者は、金融機関から借入れを行う際に信用保証協会の特例保証（一般保証とは別枠で借入額の80％を保証）の利用が可能となる。

	【前回調査からの主な変更点】
(1) 原材料価格高騰等に係るデータ提出要件の見直し
原材料価格高騰、仕入価格高騰及び利益率に関するデータについて、これまでは当該業種に属する中小企業者の50％以上からの提出を要件としておりましたが、業界団体等の負担軽減及び利便性向上の観点から、今後は50％に満たない場合であっても受け付けることといたします。
なお、売上高等に係る基準を満たさない場合であっても、これらの指標により指定業種となる可能性があります。業種の実態を適切に把握するため、原材料価格高騰、仕入価格高騰及び利益率低下に関するデータについても、積極的な御提出をご検討ください。
※　運用変更に伴い、提出様式（別添1～別添３）を一部改正しております。

(2) コロナ禍特例運用の終了
令和2年度から継続していたコロナ禍における特例的な運用を終了することに伴い、提出いただくデータは直近3年分までとなります。



1．作業内容
（1）業況データの作成
業種の所管部署におかれましては、作業ファイルに必要事項を記載の上、提出をお願いします。業況データは、①生産又は販売に係るデータ、②別添１の原材料等の価格高騰に係るデータ、③別添2の仕入れ価格高騰に係るデータ、④別添３の利益率減少にかかるデータの四種類があり、①を提出する場合は作業ファイルのみ、②～④を提出する場合は作業ファイルのU列「生産又は販売データ以外のデータを用いる場合」欄を選択の上、別添1、別添2又は別添３を合わせて提出してください。（※２、３、４）
なお、売上高等のデータでは指定基準を満たさない場合であっても、原材料価格高騰、仕入価格高騰又は利益率低下に関するデータにより指定業種となる可能性があります。このため、①に加え、②～④のデータについてもご提出いただくことを推奨いたします。
※２：提出いただいたデータを元に、セーフティネット保証５号の次期対象業種の指定を行わせていただく予定です。提出いただいたデータは、積極的に公表することは予定していませんが、国会等からの要請に応じ、場合によっては公表することがあり得ますのでご留意ください。なお、「データの提出＝指定」とはなりません。
※３：調査様式につきましては、日本標準産業分類（第14回改訂版）の細分類（４桁ベース）毎に作成いただきますようお願いします。
※４：調査様式に記載の「担当省庁」については、当該調査に限っての割振として記載しております。
　
（2）業況データを提出しない場合
所管している業種のうち、上記①～④のいずれの業況データも提出しない業種については、作業ファイルのV列「業況データを提出しない理由」欄で以下の理由のいずれかを選択してください。
本欄で理由を記載している場合は、I列～U列は記載不要。
	（調査票を提出しない理由）
①業況が改善しているため、又は業界団体から指定の要望がないため。
（業界団体・既存データ等が無い場合であって、所管部局においてデータ収集等を実施しない場合もこちらに分類してください）
②本業の業況を提出しているので、副業であるその業種の業況まで調査しない。
（※本業が業種指定されずに副業が業種指定されている場合であって、当該副業の売上高等が減少等している場合にはセーフティネット保証5号の利用が可能であることに注意。②を選択する場合には、本業の業種番号及び業種名も記載）
③主に大企業や公的機関、公益法人等によって営まれている業種等であるため。
④農林漁業等に係る信用保証制度等の対象となっているため。
※④を選択する場合には、具体的な制度名を備考欄に記載
⑤その他 ※⑤を選択する場合には、具体的な理由を備考欄に記載




・調査票を提出しない理由①を選択される場合には、係る業界の『中小企業者』の業況が実際に改善していることを、所管部署は必ず把握して下さい。


2．提出期限
11月10日（火）18時【厳守】

3．問合せ先及び提出先
中小企業庁 事業環境部 金融課  信用補完班　嶋津、秋葉
TEL：050-3169-0950（嶋津）、050-3172-5492（秋葉）
E-mail：bzl-kinyuka-hokanhan@meti.go.jp 

4．注意事項
＜業況データの提出方法＞
・電子媒体（Excelファイル）のみ（※5）

※5：作業ファイルの提出に際しては、ファイル名に府省庁名・部局名を、別添１、別添２又は別添３の提出に際してはファイル名を以下の例のとおり記載してください。
（例）【1411】パルプ製造業

＜作業全般＞
・令和６年～令和８年における７月～９月のデータ（３年分）を用いて実施します。
・ただし、令和８年のデータについて、提出期限までに当該期間のデータの算出が困難な場合は、その理由を調査票に記載した上で、算出可能な最近3ヶ月間のデータを提出してください。（その場合は、過去のデータも同期間のデータを記載。）
（注）必ず、上記のルールに従って、「７月から９月までの３ヶ月分のデータ」を提出願います。（これまでの調査において、直近月のデータが間に合わない等の理由から、直近月を空欄のまま提出する業種が散見されます。）空欄のまま提出された場合、調査結果を業種の指定判定に反映できないこととなりますので十分ご注意ください。）
また、年間データのみを提出される業種も散見されますが、本制度は四半期ごとの指定であることから、年間データによる業種の指定に係る判定作業は行いませんので十分ご注意下さい。


・各業種の調査票提出（又は不提出）については、所管府省庁（原局・原課）にて責任を持って行ってください。
なお、個別業種の業況に係る外部からの問合せ等については、必要に応じて所管府省庁等に対応を依頼することがあります。

＜調査票＞
・記入する調査票（シート）については、全ての項目に記入をお願いします。
・セルの結合は絶対に行わないでください。
また、数値で入力すべきところを文字列で入力する等、当初の入力規則に反する入力は行わないでください。
・行を追加する場合、当該行のセルを黄色にて着色してください。
・データの出典は必ず記入の上、その集計方法を具体的に記入願います。推計による場合は、その推計方法を具体的に記入願います。
・その他、個別に内容を確認させていただくことがあります。

＜その他＞
以下のものは、原則として指定業種として認められません。
・年度や四半期等、調査票の様式とは乖離したデータのみのもの。
・業界内での少数のサンプルを利用し、業種全体の推計を出しているもの。
・サンプルが特定地域に偏っているもの。（全国的なデータが必要）

5．事業者への周知について
各担当課におかれましては、必要に応じて所管業界団体等への周知にご協力いただきますようお願いいたします。
また、セーフティネット保証５号の指定対象とならなかった業種に属する事業者であっても、一般保証（保証限度額２.８億円）や経営改善サポート保証（一般保証及びセーフティネット保証とは別枠で保証限度額２.８億円）を利用することが可能です。資金繰りや経営改善に課題を抱える事業者から相談があった場合には、これらの制度についても併せてご案内いただきますようお願いいたします。
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